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１．適用の範囲 
この「道路トンネル点検基礎データ作成要領（案）」は，山岳工法で建設される道路ト

ンネルを対象として，工事完成から引き渡しまでに施工者が作成・提出すべき基礎データ

の作成に適用するものである。 

 

[解説] 

（1）本要領ではこれから完成を迎える山岳工法による道路トンネルについて適用する

ものを想定している。以下のものは対象外である。 

    ・シールドトンネル，矢板工法（旧在来工法） 

    ・トンネル工事後に設置される附属物（非常用施設，照明施設，換気施設，標識，

内装板，ほか道路付属物等） 

 （2）よって，主たる対象はＮＡＴＭ工法で施工されるトンネル本体工となる。 

 （3）カルバート形式や開削形式，機械掘削などについては，本要領の思想を理解の上，

準用できるものとする。 

 

 

２．道路トンネル点検基礎データ作成の目的 
道路トンネル点検基礎データは，将来のトンネル定期点検において，トンネル施工時の

状況や発生した変状とその位置関係などを把握しておくことにより，点検時に注意すべき

箇所や結果の理解，その後の道路管理や対策検討などに反映させる目的で実施するもので

ある。 

 

[解説] 

（1）これまでのトンネル点検では，点検に先立っての施工資料の収集は，業務毎に行

なわれており，その収集データの質や量もさまざまであった。 

（2）施工データにおいても特に将来の点検（維持・管理）を想定したまとめ方などは

されておらず，業務毎に点検業者が整理するのが通例で，どの程度の資料を付ける

かも基準化はされていない状態である。 

（3）これを解決するのが本要領（案）の目的である。施工者が施工時の情報を点検時

に参照し易い形で整理しておくとともに，施工管理の一環として，道路トンネル定

期点検要領に準じて初期状態の確認を目的に実施するものである。 

（4）トンネルは，完成後に直接目視で確認できる範囲が二次覆工の内側に限定される

など，橋梁上部工などと比較すると，見えない部分の割合が大きい。一方で将来変

状が発生する箇所などは，地山や 1 次吹付け時点までに何らかの問題を有していた

区間であることが多い。このため施工時のデータの重要性は高い。 
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図-解 2.1 橋梁とトンネルでの完成後目視可能範囲の違い 

 

 

３．点検基礎データの区分 
道路トンネル点検基礎データは，施工時の状況を表した資料の作成と，工事完成時に行

う点検の結果とからなる。 

 

[解説] 

（1）施工時の状況を表した資料の作成では，将来の点検時には目視確認が不可能な，

地山や一次覆工，支保工，ロックボルト等に関する情報や，施工サイクル，岩判定， 

計測といった情報を竣工後のトンネル展開図に対応させた形で取りまとめること

を基本としている。これにより，将来，実際の点検時に確認された変状について， 

その発生原因を推察することが容易となる。 

（2）一方，工事完成時に行う点検については，初期状態の把握を目的とする。これを

実施しておくことで正規の道路トンネル定期点検初回時に，確認した変状がいつ発

生したのかをより厳密に判定することが可能となる。 

（3）トンネル工事の主任監督員は，この要領に基づき作成した点検基礎データを，東

北地方整備局の道路工事課と道路管理課，およびトンネルを管理する事務所の道路

管理課に提出するものとする。道路管理者は供用後の 1 次点検を実施するにあたり

この点検基礎データを活用するものとする（図-解 3.1）。 

 

完成後の点検で目視可能な部分 
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施工時資料
の作成

点検結果データの提出
・東北地方整備局 道路工事課，道路管理課
・トンネルを管理する事務所の道路管理課

点検基礎データ作成

１次点検の実施
・点検基礎データの活用

（道路管理者）

（主任監督員）

（工事受注業者）

※本要領に基づく

点検基礎データの作成

工事完成時の点検
の実施

※点検基礎データを道路トンネル定期点検の
業者に貸与する等，１次及び次回以降の道
路トンネル定期点検に活用する

 
 

図-解 3.1 本要領に基づき作成したデータの取り扱い 
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４．作業の流れ 
本要領に基づく作業の流れは次のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-解 4.1 作業の流れ 
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５．用語の定義 
本要領（案）では次のように用語を定義する。 

 

(1)変 状 

覆工，坑門等に発生した，ひび割れ，うき，はく離，はく落，変形，漏水などをいう。 

 

(2)トンネル本体工 

覆工，坑門，内装板，天井板，路面，路肩，排水施設および補修・補強材をいう。 

 

(3)トンネル展開図 

トンネル内空壁面を平面上に展開・図化したもので原則路面も含める。なお延長につい

ては道路センターでの値とし，カーブは表現しない。 

 

(4)道路トンネル定期点検 

平成 31 年 3 月に国土交通省道路局国道・技術課により「道路トンネル定期点検要領」

として規定された点検手法に則り実施される点検をいう。 

 

(5) ０次点検 

 本要領における点検。道路トンネル定期点検における１次点検に比しての用語。 

 

(6)近接目視点検 

点検対象箇所に高所作業車等の足場設備を用いて近接して変状状況を目視観察し，記録

する点検方法をいう。 

 

(7)打音検査 

覆工や坑門等のうき・はく離の状況を把握するためにハンマー等でコンクリート面を打

診し，うき・はく離箇所の有無および範囲を記録する検査方法をいう。 

 

(8)点検表 

点検結果を記録したもので，本要領では変状を記載したものをいう。 

 

 

- 5-



 

６．施工時資料の作成 
施工時資料は設計資料に存在するトンネル縦断図の下方に，展開図と記述欄を設ける形

で記載する。CAD データ形式での電子納品とする。 

 

[解説] 

（1）一般にトンネルの工事では，設計図書としてトンネル縦断図に設計段階で想定し

た地質状況，掘削工法，支保パターンなどを記載した図面が電子データで提供され

る。（図-解 6.1）。これらは当然実際の地山状況により，施工段階で変わってくる。 

（2）また，二次覆工での横断目地位置などはそもそも設計段階の図面には指定されて

いないことが普通である。 

（3）このような点を将来の点検時に情報として引き継ぐために，この施工時資料の作

成は行うものである。 

（4）調査，設計時から変わらない情報としては次のようなものがある。 

・平面図・縦断図等の測量データ 

・弾性波速度，ボーリング柱状図，試験値等の生調査データ 

（5）一方で，設計時から施工時で変わるものは次のような項目である。 

・地質分布，岩級区分，湧水といった地質・地下水データ 

・地山区分，支保パターン，補助工法，施工材料といった施工データ 

（6）このバックデータとしては次のような情報がある。 

・施工データを導き出した根拠となる，切羽観察，計測といった施工管理データ 

・その他，異常出水などトラブル等の記録 

（7）これらの情報について，トンネル位置関係との対応を含めて網羅するのが本デー

タである。 
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図-解 6.1 トンネル縦断図の例 
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７．施工時資料作成の方法 
７．１．トンネル展開図 

トンネル展開図を作成する。これを用いて後述する現状確認点検を行う。 

 

[解説] 

（1）トンネル展開図は後述する現状確認点検で使用するだけでなく，その後の定期点

検においても使用する重要な情報である。 

（2）起終点の坑門および路面を含める。待避所なども適宜作成する。切り欠き部など

の情報も展開図が煩雑にならない範囲で書いておく。 

（3）横断目地を必ず表記し，坑門部を PS とし，次より S1 から順に番号付けを行い， 

終点側坑門を PE とする。スパン番号，スパン距離，スパン起点距離，スパン終点

距離を記載する。 

（4）作成は前出の設計時のトンネル縦断図の CAD データを下図に，その下方に描画す

る。最終成果も CAD の電子データとして納品する。 

（5）文字サイズは展開図が 1/300～1/400 程度で使用されることを想定して記入する。 

 

S1 S2 S3 S4 S5PS

 

図-解 7.1 トンネル展開図の表記例 
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７．２．スパン番号の表記 

後続の点検，維持管理の効率化・正確性を考慮し，現地にスパン番号を表記する。 

 

[解説] 

（1）長大トンネルでは，実際の点検時にスパン番号を付けてゆく作業も労力を要し，

しかも間違いが生じやすい。維持管理上でもトンネル内の場所の特定を容易にする

ための工夫として現地にスパン番号を表記することとした。 

（2）表記についてはペイントやラベル貼り付けなどがある。 

（3）機能としては，「長期に渡り消失・破損などがないこと」，「点検や維持管理時に比

較的容易に確認できること」，が求められる。 

（4）設置場所としては，「将来の補修などでも消される可能性が少ない箇所」としてス

プリングライン付近の側壁面や監査廊の上面などが考えられる。 

（5）表記方法と表記位置については監督職員と協議の上，決定する。 

 

 

 

図-解 7.2 スパン番号のペイント例 
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７．３．施工内容の項目 

トンネルの施工内容の詳細を記載する。 

 

[解説] 

（1）後述する点検表の様式Ａ－３に入力する形を想定して，前記概要欄の下に詳細を

表記する欄を設け，記載する。例を「９．５．様式Ａ－３」に示す。 

（2）記載する項目は図-解 7.3 のとおり。 

（3）岩判定を実施した位置は記事に明記する。 

（4）覆工コンクリートについては配合・打設年月日・脱型日，養生方法・強度を記入

する。 

（5）吹付けコンクリートについては厚さと強度を記入する。 

（6）鋼アーチ支保工についてはサイズと鋼材種類，間隔を記入する。 

（7）ロックボルトについては長さと種類を記入する。同じ欄に（ ）書きでフォアポー

リングを，［ ］書きで長尺フォアパイリングを併記する。 

（8）一段下の欄にボルトの周方向と延長方向の間隔を記入する。 

（9）補助工法については種類と範囲を記述する。数量についても記入できれば記入し

てよい。 

（10）区間長については支保パターンの変化区間についての値を記入する。 

（11）掘削工法についてはトンネル掘削工法について記入する。複数の掘削工法を採用

しているトンネルなどでは全て記載する。 

（12）地質については実際の切羽に現れた地質・地層境界位置に基づいて記入する。弾

性波速度は調査・設計時のものでかまわない。施工段階で計測している場合にはそ

れを記載する。 

（13）岩判定評価点は正規の岩判定での値だけでなく，その間で施工者が独自に行なっ

た値についてもあれば記入する。当該するスパンでの値がない場合には，近傍の値

を記入する。正規の岩判定において確認された点数については〇で囲んで表記する。 

（14）地山強度比は主に軟岩トンネルや高土被りトンネルにおいて求められている値を

記入する。近隣に値がない場合についての扱いは地質と同様とする。 

（15）湧水については，当該スパン部においての湧水の有無，量，性質（突発，恒常）

を記入する。 

（16）計測ＡについてはＳＬ付近の内空変位と天端の沈下量を代表値として記載する。

それぞれ最終値と基準値とを分数の形で記載する。基準値については管理レベルⅢ

の値とする。 

（17）計測Ｂについては実施した方法とその結果を簡潔に記載する。 

（18）記事欄には，その他変状の状況や縫い直しなどの情報，岩判定実施位置の情報な

どを記載する。 
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図-解 7.3 項目詳細の記載項目と記載例 
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８．現状確認点検 
８．１．現状確認点検の概要 

覆工について，0.2mm 以上のひび割れ，豆板，はく離等について道路トンネル定期点検

要領（案）に準じて点検し展開図，点検表に記載する。変状箇所については叩き落し・補

修を行う。 

 

[解説] 

（1）現状確認点検はいわば０次点検であり，トンネル完成後２年以内に実施される道

路トンネル定期点検の初回時に認められた変状が施工直後から存在したものなの

か，その後発生したものなのかを判断できるようにするための貴重な資料である。 

（2）したがって変状を確認することはもとより，“変状がない”ことも確認してゆく作

業となる。 

 

 

８．２．点検の実作業 

点検作業は基本的に「道路トンネル定期点検要領，平成 31 年 3 月，国土交通省道路

局国道・技術課」の初回点検に準じて行う。 

 

[解説] 

（1）初回点検に準じることで，全断面の近接目視点検と亀裂，うき・はく離箇所，目

地部の打音検査が基本となる。軽微なうきなどは点検において叩き落す。 

（2）点検結果は下に示す要領の凡例に則り，展開図に記載するとともに，写真を撮影

しこれも展開図に記載する。 

（3）展開図の作成については新技術の使用も可。ただし，全断面の近接目視点検は省

略できない。 

（4）その他詳細は上記要領（案）を参照されたい。 
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図-解 8.1  点検結果の記載凡例 

 

 

写真-S4-1

写真-S1-1

路面も展開

写真-S3-1

写真番号と解説
様式Ｄ-1-1とリンク

横断目地

点検事項
記載は要領凡例に準拠

箱抜き等があれば
展開図に記載

S5S4S3S2S1PS

写真-S3-2 写真-S5-1

スパン番号，スパン延長
起点距離，終点距離

 

図-解 8.2  点検後に展開図に記載されている事項 
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９．点検表入力 
９．１．点検表の概要 

点検表の入力も，「道路トンネル定期点検要領，平成 31 年 3 月，国土交通省道路局 国

道・技術課」に準じて行う。一部については拡張して使用する。 

 

[解説] 

（1）上記点検要領ではこのような施工に関する情報を多く盛り込むことを想定して様

式が作成されているわけではない。 

（2）ただし，この様式により今後のトンネル点検が実施されることから，この書式を

大きく変更するようなことは望ましくない。 

（3）したがって，ここでは「この様式を大きく崩すような形は取らない」，「追記でき

るような余白がある場合はそこを利用する」，「足りない場合は追加様式，若しくは

添付資料として提出する」といった形での案としたものである。 

 

 

９．２．点検表入力の基本 

点検表は「道路トンネル記録様式」を用いて入力する。 

 

[解説] 

（1）点検表入力データは最終的には入力値（図，写真も含む）のデータベース電子デ

ータと印刷様式での PDF データにより提出する。これの形式については発注者と

の協議で決定するものとする。 

（2）入力内容・方法は本要領（案）の他は「道路トンネル定期点検要領 平成 31 年 3

月 国土交通省道路局 国道・技術課」，及び「記録様式作成にあたっての参考資料

（道路トンネル定期点検版）平成 31 年 2 月」に準拠する。 

これらは，下記のアドレスに公開されている。 

https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/yobohozen/yobohozen.html 

（3）この点検の位置付けは施工竣工直後のいわば「0 次点検資料」となる。 
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９．３．様式Ａ－１ 

様式Ａ－１はトンネルの基本情報を記録したトンネル台帳の項目からなっている。 

基本的に発注事務所と協議し，入力可能な項目は全て入力する。 

 

[解説] 

（1）様式Ａ－１はトンネル台帳の基本データである。 

（2）施工者が不明な箇所は発注者に確認の上入力する。 

 

 

※□は本要領適用範囲外であるため記載の必要はない。 

 他の項目については基本的に発注事務所と協議し，入力可能な項目は全て入力する。 

図-解 9.1 様式Ａ－１の入力項目と記載例 
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９．４．様式Ａ－２ 

様式Ａ－２はスパンの一覧表である。各スパンの起終点の起点側坑口からの距離を記載 

する。 

基本的に発注事務所と協議し，入力可能な項目は全て入力する。 

 

[解説] 

（1）様式Ａ－２はトンネル台帳の基本データである。 

（2）スパンは起点側坑門をＰＳとし，次からＳ１，Ｓ２と施工目地ごとに番号をつけ

たものである。終点側坑口はＰＥとなる。「 ７．１．トンネル展開図」で作成した

展開図と同じものである。 

（3）本一覧と現地，展開図について整合が取れていることを確認する。 

 

 

※□は本要領適用範囲外であるため記載の必要はない。 

 他の項目については基本的に発注事務所と協議し，入力可能な項目は全て入力する。 

 

図-解 9.2 様式Ａ－２の入力項目と記載例 
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９．５．様式Ａ－３ 

様式Ａ－３は，トンネル平面図，標準断面，支保パターン図，地質縦断図など施工時の

記録を記載するものである。 

１枚目に代表標準断面図とトンネル区間全体の地質縦断図の組合せとし，地質縦断図に

はトンネル施工内容の概略を表記するものとする。 

代表以外の分類別標準断面を様式Ａ－３－１として必要枚数加える（別添資料可）。 

トンネル施工内容を表記した全体展開図を作成し，様式Ａ－３－２として必要枚数加え

る（別添資料可） 

基本的に発注事務所と協議し，入力可能な項目は全て入力する。 

 

[解説] 

（1）様式Ａ－３はトンネルの概要（標準横断と地質も含めたトンネル縦断）を把握す

るためのシートである。 

（2）縦断はトンネル全体を１枚で把握できる程度のものとする。詳細な施工項目につ

いては様式Ａ－３のシートを追加して記載する。 

（3）断面に関しては支保パターン毎の断面形状，補助工有無の場合などがあるため，

シートを追加して使用した全断面について付けるものとする。 

（4）ブロックごとの施工内容がわかるように，「７．３．施工項目」で作成した施工の

情報を表記した全体展開図を作成するものとする。 

（5）様式Ａ－３にプラスして付けられない場合には，添付データとして提出する。 

 

 

図-解 9.3 様式Ａ－３の入力項目と記載例 
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図-解 9.4 様式Ａ－３の標準断面の記載例 

 

 

 

図-解 9.5 様式Ａ－３の施工実績の記載例 
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９．６．様式Ｂ 

様式Ｂは，トンネルの展開図に，変状・異常個所の写真位置を記載するものである。 

 

[解説] 

（1）本様式では，①トンネル数スパン分の（100ｍ程度）の展開図と，②変状・異常個

所の写真位置を記載する。 

（2）浮き，叩き落しなども点検要領に準じて措置を行い記載する。 

（3）異常がないスパンも重要な情報であり，本様式を作成する。 

（4）シートを追加して全延長分を作成する。 

 

■定期点検記録様式　トンネル変状・異常箇所写真位置図　【様式B】

自 L= ｍ

至

ト
ン
ネ
ル
変
状
・
異
常
箇
所
写
真
位
置
図

注１：本位置図は、見下げた状態で記載すること。
注２：覆工スパン番号は横断目地毎(矢板工法の場合は上半アーチ
　　　の横断目地毎)に設定すること。
注３：写真番号に付する変状番号は、各覆工スパンの変状毎に設定する
　
注４：横断目地の変状は前の覆工スパン番号で計上すること。
注５：１枚に収まらない場合は、複数枚に分けて作成すること。

終点
緯度 **°**′**"

外力

トンネル毎
の健全性

Ⅱ Ⅲ
✕

Ⅳ

附属物の
取付状態

ﾄﾝﾈﾙの分類

経度 **°**′**"
漏水 Ⅳ

材質劣化 Ⅱ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅳ ◯
（応急措置後）

〇〇県○○

緯度 **°**′**"

変状・異常
箇所数合計

トンネル
本体工

経度 **°**′**"

所在地
定期点検者名

起点

〇〇県○○ 定期点検業者

名　称 ○○トンネル 代替路の有無 無

フリガナ △△△△トンネル
路線名 国道〇号 管理者名 ○○河川国道事務所

緊急輸送道路

〇〇〇〇〇

△△　△△
定期点検年月日 〇〇〇〇年〇月〇日

〇〇〇〇

トンネルID

陸上トンネル（掘進工法）

有

トンネル延長

写真番号の記載例

本体工の変状：写真-【覆工スパン番号】-【変状番号】

 

※□は，本要領において健全性の診断を行わないため記載の必要はない。 

図-解 9.6 様式Ｂの入力項目と記載例 
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９．７．様式Ｃ－１－１ 

様式Ｃ－１－１は，トンネル本体工の点検結果の一覧表である。 

「８．現状確認点検」で実施した点検結果をテキストで一覧表形式で表現するものであ

る。 

 

[解説] 

（1）竣工状態で存在している変状・異常などがあれば記載する。 

（2）浮き，叩き落しなども点検要領に準じて措置を行い記載する。 

（3）異常がないスパンも重要な情報であり，本様式を作成する。 

（4）シートを追加して全延長分を作成する。 

（5）定期点検要領に示される変状区分は「外力」「材質劣化」「漏水」があるが，0 次点

検ではこれらが起因しての変状はないと考えられる。したがって，特別な場合を除

いては変状区分を記載する必要はない。 

 

応急措置前 応急措置後

覆工・坑門

1 8.9 覆工・坑門 横断目地（天端） 0.4×0.1m 要対策 済 工事完成時

2 8.9 覆工・坑門 横断目地（右側） 0.6×0.1m 要対策 済 工事完成時

覆工・坑門

1 22.1 覆工・坑門 アーチ（天端） 0.3×0.5m 要対策 済 工事完成時

2 24.8 覆工・坑門 アーチ（右側） 0.4×0.3m 要対策 済 工事完成時

1 31.8 覆工・坑門 アーチ（天端） 0.2×0.1m 要対策 済 工事完成時

1 44.0 覆工・坑門 アーチ（天端） 0.4×0.1m 要対策 済 工事完成時

覆工・坑門

覆工・坑門

覆工・坑門

覆工・坑門

1 96.5 覆工・坑門 アーチ（右側） 0.5×0.1m 要対策 済 工事完成時

覆工・坑門

※　行が不足する場合は、適時、表の行を増やすこと。

対象箇所 部位区分 変状種類変状区分 変状の発生範囲の規模
前回定期点検時

との比較
状態 健全性

調査の
要否

対策区分

対応方針
・

特記事項

定期点検業者

定期点検者名
定期点検年月日 ○○○〇年〇月〇日

○○○○

△△　△△

措置の
要否

実
施

措置の実施状況

S2

S3 はく離

S5 豆板

S7

S9

S3 はく離

豆板

S10 うき

S6

PE

豆板

S8

S4

■定期点検記録様式　全スパン定期点検結果総括表（トンネル本体工）　【様式C-1-1】

△△△△トンネルフリガナ

名  称

前回定期点検時の状態

国道〇号

変状
番号

覆工
スパン
番号

距離
（m）

○○河川国道事務所

路線名

管理者名

定
期
点
検
結
果

○○トンネル

PS

S1

S1 豆板

ハツリ，改質材塗布

変状部位 変  状  の  内  容 措置履歴今回定期点検結果

ハツリ，改質材塗布

ハツリ，改質材塗布

改質材塗布

改質材塗布

ハツリ，改質材塗布

ハツリ，改質材塗布

 

※□は，特別な場合を除いては記載の必要はない。 

図-解 9.7 様式Ｃ－１－１の入力項目と記載例 
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９．８．様式Ｃ－２ 

様式Ｃ－２は，点検で必要に応じて実施した微破壊・非破壊検査等を記載する。 

 

[解説] 

（1）点検において状態の把握をするために，微破壊・非破壊試験等を実施した場合に

その内容を記載する。 

（2）上記の試験を実施した全てのスパンについて記載する。 

（3）この様式では，対策区分，および健全性を記載する必要はない。 

 

 

※□は，本要領において対策区分の判定，および健全性の診断は行わないため記載の必要 

はない。 

図-解 9.8 様式Ｃ－２の入力項目と記載例 
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９．９．様式Ｄ－１－１ 

様式Ｄ－１－１は，点検記録写真である。基本的に定期点検要領で記載している事項に

ついて作成する。 

【定期点検要領で記載している事項】 

   ひび割れ，コールドジョイント，豆板，浮き・はく離，溶脱物，補修箇所等 

 

[解説] 

（1）本様式は，道路トンネル定期点検要領で規定している，ひび割れ，コールドジョ

イント，豆板，浮き・はく離，溶脱物，補修箇所等について作成する。 

（2）該当する箇所は、定期点検要領に準じ番号を付け，様式Ｄ－１－１に入力し，様

式Ｂに撮影位置を記載する。 

（3）竣工前に補修を行った箇所は，上段に補修前の状況と，下段に補修後の状況がわ

かる写真を添付し，本様式を作成する。 

 

 
■定期点検記録様式　変状写真台帳（トンネル本体工）　【様式D-1-1】

0.2×0.05m 0.4×0.3m

0.2×0.05m 0.4×0.3m

※　たたき落としを実施した場合は、実施後の写真を添付すること。 ※　変状の発生範囲の規模は、面積・寸法を記載すること。

※　画像データは100kb程度とする。 　　(ひび割れ幅のみmmとし、その他をm表記とする)

※　変状数に準じてシートを追加すること。（１シートに１ページとすること。） ※　異物に伴ううき・はく離については、メモ欄に異物の概要を記入すること。

定期点検年月日 ○○○〇年〇月〇日
定期点検業者 ○○○○フリガナ

名　称

写真

番号
変状

番号

対象

箇所

覆工

スパン

番号

△△△△トンネル 路 線 名 国道〇号

△△　△△

変状種類

変状

部位

変状区分 変状区分

横断目地（左側）
部位

区分

部位

区分
横断目地（天端）

○○トンネル 管理者名 ○○河川国道事務所 定期点検者名

S3

変状

部位

対象

箇所
覆工・坑門

1
変状

番号
2

覆工・坑門

S3

写真

番号

覆工

スパン

番号

応急措置後

健全性

対策

区分

応急措置前

応急措置後

はく落変状種類 うき

対策

区分

応急措置前

健全性

調査方針 調査方針

前回定期点検時の状態

変状の発生範囲の規模 変状の発生範囲の規模

前回定期点検時の状態

対策履歴 実施状況（実施日）

メモ 補修前 メモ 補修前

対策履歴 実施状況（実施日）

対策履歴 ハツリ，改質剤塗布工 実施状況（実施日）

対策

区分

応急措置前

応急措置後

健全性

変状種類 はく落

対策

区分

応急措置前

応急措置後

健全性

変状の発生範囲の規模

写真

番号

覆工

スパン

番号

S3

写真

番号

覆工

スパン

番号

変状

部位

S3

1

覆工・坑門

横断目地（左側）

うき

対象

箇所

部位

区分
横断目地（天端）

部位

区分

変状区分

対象

箇所
覆工・坑門

変状

部位

変状区分

調査方針

変状種類

前回定期点検時の状態 前回定期点検時の状態

変状

番号
2

変状

番号

変状の発生範囲の規模

メモ 補修後 メモ 補修後

ハツリ，改質剤塗布工 ○○○〇年○○月○○日

調査方針

実施状況（実施日） ○○○〇年○○月○○日 対策履歴

 

 

図-解 9.9 様式Ｄ－１－１の入力項目と記載例 

上段：補修前 下段：補修後 
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９．１０．様式Ｄ－２－１ 

様式Ｄ－２－１は全体変状図である。点検結果を書き加えたトンネル展開図をいれてゆ

く。 

 

[解説] 

（1）本様式の記入部は，下図に示すとおり①トンネル数スパン分（100ｍ弱程度）の展

開図と，②これに追記した点検結果である。 

（2）縮尺 1/300～1/400 でＡ４用紙１枚づつに入るスパン毎の展開図を入れていく。 

（3）展開図は「７．１．トンネル展開図」で作成したものに，「８．２．点検の実作業」

に基づいて実施した点検結果を書き加えたものがベースとなる。 

（4）本様式への入力作業は，このベースデータを数スパン毎にイメージデータとして

切り出し，様式台紙に張り付けてゆく作業となる。 

（5）様式Ｄ－２－１の作成において，画像計測などの機器を活用した場合は，様式Ｄ

－２－１’を作成する。 

 

 

 

図-解 9.10 様式Ｄ－２－１の入力項目と記載例 
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図-解 9.11 様式Ｄ－２－１’の入力項目と記載例 

（画像計測などの機器を活用した場合） 
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９．１１．様式Ｄ－３ 

様式Ｄ－３は１スパン毎の変状詳細展開図である。変状があったスパンのみ１スパン毎

の点検結果の入った展開図とそのスパンの各変状の箇所，部位，種類をいれてゆく。 

 

[解説] 

（1）CAD データとして作成した展開図（点検結果を入れたもの）より作成する。 

（2）Ｄ－３では欄内左側に変状展開図をいれ，点検した結果から，変状の箇所，部位，

種類を記入する。 

（3）定期点検要領に示される変状区分は「外力」「材質劣化」「漏水」があるが，0 次点

検ではこれらが起因しての変状はないと考えられる。したがって，特別な場合を除

いては対策区分毎の変状の有無，対策区分毎の変状の発生範囲の規模の欄を記載す

る必要はない。ただし，発生範囲の規模，箇所数は備考欄に記載しておくものとす

る。 

（4）変状に対する対策を実施した場合は，その内容を備考欄に記載する。 

 

Ⅳ Ⅲ Ⅱa Ⅱb Ⅳ Ⅲ Ⅱa Ⅱb Ⅳ Ⅲ Ⅱa Ⅱb

1

2

Ⅳ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅳ Ⅲ

※1：変状展開図は、様式D-2-1、様式D-2-1'と同じものを覆工スパン単位で拡大し掲載すること。
※2：変状番号は、様式D-1-1で記入した番号と整合させること。
※3：本様式は覆工スパン毎に作成すること。
※4：変状数が多い場合は、適時、表の行を増やして覆工スパン毎に1枚のシートに収めること。また、1スパン１シートとし、スパンに合わせてシートを追加すること。
※5：路面滞水は、変状面積を記載するとともに、備考にも内容を記載すること。

特記

事項

変状区分毎の判定区分
注3

注  ：応急対策を実施した場合は、その詳細を備考に記載すること。

変状区分毎の判定区分
注4

覆工スパン単位の判定区分
注5

健全性の
診断結果

判定区分 Ⅱ Ⅱ Ⅱ

判定区分毎の変状数
注4

集計
・

判定
・

診断

変状の発生規模合計(㎡) － 計

対策区分の
判定結果

判定区分毎の変状数

改質材塗布（0.12㎡，1箇所）覆工・坑門 アーチ（右側） はく離

変状区分 変状種類

改質材塗布（0.15㎡，1箇所）

スパン番号 S3 スパン長 10.5m 前回定
期点検

時の健
全性

応急措
置前の
判定

対策区分毎の
変状の有無

対策区分毎の変状の発生範囲の規模(㎡)

覆工・坑門 アーチ（天端） はく離

外力
注1

材質劣化
注1

漏水
注1

■定期点検記録様式 　覆工スパン別変状詳細展開図　【様式D-3】

フリガナ △△△△トンネル 路線名 国道〇号 定期点検業者 ○○○○
定期点検年月日 〇〇〇〇年〇月〇日

ス
パ
ン
別
変
状
展
開
図

【健全性判定集計表】

備考
注2

名  称 ○○トンネル 管理者名 ○○河川国道事務所 定期点検者名 △△　△△

変状
番号

対象箇所 部位区分

 

※□は，特別な場合を除き記載の必要はない。 

図-解 9.12 様式Ｄ－３の入力項目と記載例 
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９．１２．様式Ｅ 

様式Ｅは近接目視による状態の把握ができていない個所や近接目視によらない方法を

講じた箇所を記録するものである。 

 

[解説] 

（1）供用後の点検において，内装板背面や吸音板背面など通常の近接目視では状態の

把握ができない個所を記録するための様式である。 

（2）全て近接目視により点検を実施した場合は，様式を作成する必要はない。 

 

 

図-解 9.13 様式Ｅの入力項目と記載例（内装板が設置されている場合など） 
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１０．提出品目 
提出品目は次のとおりとする。 

①施工時資料 

(a)トンネル地質縦断図と施工内容の概略を記載した CAD データ 

(b)トンネル全体展開図と施工内容の詳細を記載した CAD データ 

(c)支保パターン一覧図･･･････････････････････････････PDF，SFC，P21 

(d)コンクリート配合表（一式）･････････････････････････････････PDF  

(e)トンネル岩判定資料（全回数分）･････････････････････････････PDF  

(f)計測管理基準値一覧･･････････････････････････････････PDF，EXCEL  

(g)計測記録（一式）････････････････････････････････････PDF，EXCEL  

(h)その他トラブル箇所の施工記録（写真，記事，図面等）･････････PDF 

 ②点検結果 

(a)点検表（様式Ａ－１～様式Ｅ） 

(b)トンネル展開図に点検結果を記載した CAD データ 

(c)点検結果の写真（初期および措置後）････････････････････････PDF 

 

[解説] 

（1）①の(a)，(b)については，「7．施工時資料作成の方法」で作成した施工の概要，

詳細の入った展開図入り CAD データである。データ形式，レイヤ構成は「CAD 製

図基準に関する運用ガイドライン(案)，平成 29 年 3 月，国土交通省大臣官房技

術調査課」に準拠する。元となった設計時のデータも消さずそのまま残す形とする。

この場合，図-解 10.1 に示すように印刷出力を考慮すると用紙サイズがオーバー

となるが，この点に関してはあくまで将来の点検に引き継ぐイメージ素材としての

使用を優先するため問題としない。電子媒体に DRAWING フォルダを作成し，オリ

ジナルファイルと，SFX 形式，PDF 形式を収める形を基本とし，詳細は監督職員と

協議の上，決定する。 

（2）①の(c)〜(h)に関してはいずれも電子データとする。紙媒体の資料は納品時にス

キャニングにより電子データ化して納める。各ファイルの中身とトンネル内での位

置関係がわかる一覧表（PDF）を添付する。電子媒体の OTHERS フォルダ内にその

他添付資料とわかるようなサブフォルダを作成した上で，その中に全ファイルを収

める形を基本とする。更にサブフォルダによる分類を行った上でも良い。詳細は監

督職員と協議の上，決定する。 

（3）②の（a）点検表は，元データ（EXCEL）形式と，これを記録表として印刷した PDF 

形式の両方とする。 

（4）②の（b）トンネル展開図に点検結果を記載した CAD データについては，(1)に同

じとする。 

（5）②の（c）点検結果の写真については，（2）に同じとする。 

（6）上記以外の詳細については，基本的には「電子納品等運用ガイドライン【土木工

事編】，令和 4 年 3 月，国土交通省大臣官房技術調査課」に準拠する。 
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図-解 10.1 提出 CAD データの表示イメージ例 

 

 

本要領に

より追加

元の設計図面の部分 
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